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１．研 究 目 的 

 日本の障害者雇用政策は, 戦後の社会復興と関係しながら , 1960 年に「身体障害者雇用

促進法」が制定され , 企業に障害者雇用の努力義務が課され , 1976 年「障害者雇用義務制

度」の導入により, 一定規模以上の企業に対して障害者雇用の法定雇用率が義務付けられ

た . この時期に , 雇用率未達成企業への納付金制度が導入され , 障害者雇用へのインセン

ティブが強化されたといえる . 1987 年には「障害者雇用促進法」に改正され , 法定雇用率

が引き上げられ, 障害者の雇用促進が進められた. 2006 年の障害者権利条約が国連で採択

され , 日本もこれに署名したことを受け , 2013 年に「障害者雇用促進法」が再改正され, 

2016 年から精神障害者も法定雇用率の対象に含まれるようになった . さらに 2018 年には

障害者の法定雇用率が 2.2%に引き上げられ , 2024 年には 2.5%に引き上げられるなど , 障

害者雇用の拡大が進んでいる .  

 このように , 日本では法定雇用率の上昇が目指される . しかしながら一方で , 障害者の

職場でのコミュニケーションの課題が十分に収集・整理されていない . そこで本研究では, 

障害者雇用の現場におけるコミュニケーション上の課題について, テクノロジー活用の観

点から既存の国内文献を整理・検討する .  

２．研究の視点および方法 

国内の学術論文, 調査報告書, 専門誌等（J-STAGE, 厚生労働科学研究成果データベー

ス, 障害者職業総合センター（NIVR））から, 障害者の雇用におけるコミュニケーション支

援およびテクノロジー活用に関する文献を収集し, 内容を整理・分析した. 特に, ICT や, 

支援モデル, 当事者の視点を含む研究を中心に検討した.  

３．倫理的配慮 

「一般社団法人日本社会福祉学会研究倫理規程」, 「研究倫理規程にもとづく研究ガイ

ドライン」を遵守し, 共同研究者らも発表について承諾済みである. 本報告に関連して開

示すべき COI 関係にある企業等はない。 
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４．研 究 結 果 

文献検索サイトである CiNii(2025.5.25)において , 「障害者雇用」を検索したところ

5,328 件の資料が確認できた. 一方で「障害者雇用 テクノロジー」の組み合わせでは 0

件, 「障害者雇用 ICT」では 4 件であった. 障害者雇用 , 定着支援についてさまざまな取

り組みがなされているが, コミュニケーションに関わるテクノロジーの側面からの研究は

少ない. その中で, 堂井ら（2023）は, 障害者へのアンケート調査などで, 障害者のテレワ

ークに対するニーズと就業実態を明らかにした . また , 牛尾ら(2018)は , 特例子会社にお

ける調査で, ダイバーシティ・マネジメント（「すべての従業員の潜在能力を活かす環境作

り」）の有用性を挙げ, 合理的配慮と比較優位の概念 , 普遍化の発想の必要性を示した. 寺

島ら（2023）は, 「障害者の能力に合わせた ICT の戦略的使用は, 本社との戦略的整合性

を高め , 全体としての一貫した企業戦略へと結びついている」とし , 企業にとっても障害

者雇用におけるテクノロジーの活用は意義があることを示している.  

  

５．考 察 

 障害者の職場におけるコミュニケーション課題に対して , 企業の配慮, さらには ICT を

活用したテクノロジー支援が有効であることが文献から示された . しかし , これらの支援

策を効果的に機能させるためには , 障害者本人のニーズや特性を的確に把握し , それに即

した個別支援も求められる . また , 障害のある人の中には , 対人関係に強い不安感がある

場合も少なくない . これを踏まえれば , 非対面・非同期でのやり取りを可能にするテクノ

ロジーは , 心理的負荷を下げ , 本人のペースでの情報処理を可能にする支援手段として有

望である . さらに , 全ての障害者がテクノロジーに親和的であるわけではなく , 使用方法

への支援や , 過度な監視とならない設計への配慮も必要である . 本人の意向と選択を尊重

した上で, 対話的に支援を構築することが重要である .  
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